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2．現在までの研究状況（図表を含めてもよいので、わかりやすく記述すること。様式の改変・追加は不可(以下同様)）
　①これまでの研究の背景、問題点、解決方策、研究目的、研究方法、特色と独創的な点について当該分野の重要文献を挙げつつ記述する

　　こと。

　②申請者のこれまでの研究経過及び得られた結果について、問題点を含め①で記載したことと関連づけて説明すること。

　　なお、これまでの研究結果を論文あるいは学会等で発表している場合には、申請者が担当した部分を明らかにしつつ、それらの内容を

	　　記述すること。
2005年12月におきたJR羽越線の強風による脱線事故において、原因究明が遅れたことは記憶にあたらしい。なぜだろうか? これは計測機器の未設置によるものが大きく、特に航空機に用いられているような、位置や速度、姿勢をモニタリングする装置が搭載されていなかったためである。事故原因を把握し、安全を確保するためには、このようなモニタリング技術は非常に重要である。しかしながら航空機以外の他システムでは、これらの技術が直接採用されることは少なく、また、潜在的需要が存在するため積極的な技術移転が求められている。そこで申請者は、航空機の技術を他システムのモニタリング技術へと転用することを考慮し、現在までに以下のような研究を行った。
『MEMSセンサを用いた低コストINS/GPS複合航法システム』
(研究背景)
航空機は、飛行を行う為に機体の位置や速度、姿勢といった情報が必要であり、これらを取得する機構である航法システムが装備されている。この機構を他システムに適用することができれば、航空機以外のモニタリング技術として応用することが可能となる。先の電車事故を例にあげるなら、この機構が搭載されていれば、事故時に車体がどのような運動をしたか、またその結果から車体に対してどのような外力が加わったかを詳細に知ることが出来、原因の究明に多大に貢献できたに違いない。
そこで、本研究では航空機の航法システムの転用を目指し、航空機で培われた航法システムの一つであるINS/GPS複合航法システム(以下、INS/GPS)に着目した。INS/GPSは慣性航法装置(INS)とグローバルポジショニングシステム(GPS)、2つの航法システムが相補的に統合され、INSの長所である外界の情報を必要としない自己完結な性質、そしてGPSの長所である時間的に精度が劣化しないという性質を両立している。このため、INS/GPSは他システムへ適用した際にも優れた性能を発揮する。
(問題点)
しかしながら既存の航空機用INS/GPSは、精度を最優先に設計されており、容積にして数リットル、重量にして数kg、価格にして数千万円と、他システムに適用するには、大きく、重く、高価である。他システムへの適用を容易にするためには、小さく、軽く、非常に安価であり、ある程度の精度を確保できなければならない。そのようなINS/GPSがCannon [1]等で検討されているが、不十分である。
(解決方策) 

INS/GPSのシステム全体としての特徴を決定づけるのは、INS単体、GPS単体、そしてそれらの統合方法の3要素である。前述の問題点を解決するため、これらについて次の方策を採用した(図1)。

(1) MEMSを用いた加速度計・ジャイロによって構成されたINS

微細加工技術(MEMS)を用いた加速度計・ジャイロは、精度においては航空機用のそれらと比べ遥かに劣るが、半導体部品と同程度に小型・軽量・安価である。これを用いてINSを構成した。

(2) カーナビゲーションシステム等に用いられる民生機器用GPS
精度においては航空機用のGPSに劣るが、小型・軽量・安価な民生機器用のGPSを採用した。
(3) EKFによる統合と改良されたシステムモデル、誤差モデル

INS/GPSの統合にはシステム全体としての精度を向上するために、最適推定の手法である拡張カルマンフィルタ(EKF)を用いた。しかし、EKFは入力の性質が好ましくないと出力が不安定となる。加えてINS単体の精度が期待できない。そこで以下2点を改良した。第1点として、位置・姿勢に対してクォータニオンを用いてシステムモデルを構成し、計算中の特異点を排除した。第2点として、Ude[2]等を参考に微小単位クォータニオンを用いて誤差モデルを作成する手法を新たに提案し、クォータニオンのノルムに対する制約条件が常に満足されるようにした。
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(研究目的)

サイズ、重量、価格の数値目標として50cc、100g、数万円を実現し、かつ、その精度が航空機用INS/GPSに迫るINS/GPSを提案することを本研究の目的とした。
(研究方法)
目的として述べたサイズ、重量、価格への数値目標が達成可能であることを示すために、解決方策で述べた構成のINS/GPSプロトタイプを作成した。また、そのプロトタイプが航空機用INS/GPSと比較してどの程度の精度を有するのか、飛行機を用いた実験により検証した。

[1]:
M. E. Cannon. Low-Cost INS/GPS  Integration: Concepts and Testing. Journal of Navigation (2001), 54: pp.119-134[image: image4.wmf]MEMS Sensor
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	（現在までの研究状況の続き）
(特色)
本研究の特色はINS/GPSを航空機以外の対象に用いるため、MEMSセンサの採用やEKFに対して改良された誤差モデルを適用する手法を提案し、実験によって実証しようとしている点にある。
(研究経過及び得られた結果)

プロトタイプが完成し、目的にて述べたサイズ、重量、価格の数値目標が十分達成可能であることが確認された。また、プロトタイプを軽飛行機に搭載し実証実験を行った結果、航空用INS/GPSに迫る精度を持つことが確認された(図2)。この成果については後述の研究業績にて述べる第37期航空宇宙学会年会にて発表[3]し、また研究成果を社会に還元するため特許出願[4]を行った。

研究過程において、他システムで適用される場合、GPSの使用可能性が航空機に比べ低いことが予期され、その場合の精度確保が難しいという問題が明らかとなった。そのためINSとGPSの統合方式を、Loose couplingからTight / Ultra Tight Couplingへと変更し再度実験を行うことを計画している。また今後は、宇宙航空開発機構(JAXA)との共同研究を行う。実験ではさらなる精度検証のため、JAXA所有の実験用航空機MuPAL-α、ならびに精度が極めて高い次世代航法装置GAIAを用いる。

(独創的な点)
本研究の独創的な点は以下のようにまとめられる。

(1) 小型、軽量、安価かつ高精度なINS/GPSを実現した点

航空機以外の他システムに適用するため、小型、軽量、安価かつ高精度なINS/GPSを提案し、かつ実証したことは本研究の最大の独創的な点であり、他に例をみない。

(2) 新しい誤差モデルを提案した点

本研究では誤差モデル作成に微小単位クォータニオンとの積を用いる新たな手法を提案したが、提案したINS/GPSで精度を確保できたことより、本手法の有効性を示せた。

[2]:
A. Ude, Filtering in a unit quaternion space for model-based object tracking. Robotics and Autonomous Systems, vol. 28,  pp. 163-172


3．これからの研究計画
(1) 研究の背景

　　2.で述べた研究状況を踏まえつつ、これからの研究計画の背景、問題点、解決すべき点、着想に至った経緯等について参考文献を挙げ

　つつ記入すること。
	近年、参考文献[5][6][7]等により、航空管制の大改革を目指し、欧米や日本において研究開発が現在進行中である。そこで、近い将来に高度な自動化技術の導入が必要とされている航空管制の実現とその安全性の確保に貢献するため、申請者が現在まで行った航法システムに関する研究を発展させ、今後は『次世代航空管制に対応した情報共有型航法の構築』の研究を進めていきたいと考えている。

(研究計画の背景)

近年の航空輸送の急増に応えるために、航空機並びに地上間での積極的な情報共有による航空管制の刷新、すなわち次世代管制が計画されている。これは現状の中央集権的な管制官による意思決定過程をより効率化し、輸送能力の大幅な向上と安全の確保を両立するためであり、出発・到着時刻やフライトパスといった飛行計画を分散協調的に最適化することが計画されている。

(問題点)

しかし参考文献[8]等によると、現状の航法システムの精度、信頼性における不確定さが、安全性を確保するための重要な指標である管制間隔を広く設けることを要求し、次世代管制実現の障害の一因となっている。加えて管制システム利用者は、位置や対地速度といった絶対的な値から状況を把握し、主観的に管制間隔を判断しなければならず、管制システム利用者の熟練を要する。

(解決すべき点)

そこで本研究にて以下の問題を解決する。

(1) 情報共有を積極的に行うことによる航法能力の向上を検討していない点。

(2) 状況把握に対して有効な手段である進路予測を与える航法システムが提案されていない点

[5]:
The single European sky (http://ec.europa.eu/comm/transport/air/single_sky/index_en.htm)

[6]:
M. Ballin. NASA Langley and NLR Research of Distributed Air/Ground Traffic Management. AIAA Paper 2002-5826
[7]:
次世代運航システムDREAMS (http://www.apg.jaxa.jp/res/ostt/b06.html)

[8]:
Reynolds T.G. . Analysis of Aircraft Separation Minima using a Surveillance State Vector Approach, Progress in Astronautics and Aeronautics(AIAA 2001) pp.563-582
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(2) 研究目的・内容（図表を含めてもよいので、わかりやすく記述すること）
　①研究目的、研究方法、研究内容について記述すること。

　②どのような計画で、何を、どこまで明らかにしようとするのか、具体的に記入すること。

　③なお共同研究の場合には、申請者が担当する部分を明らかにすること。

　④研究計画の期間中に異なった研究機関（外国の研究機関等を含む）において研究に従事することを予定している場合はその旨を記載すること。

	(研究目的)
航空機並びに地上間での積極的な情報共有を基礎とした次世代管制への適用を目指した航法システムの構築を目的とする。すなわち、空域というリソースを有効利用するために必要となる精度や堅牢性を備え、かつ、次世代管制の最大の要求案件である意思決定システムの分散協調化を支援する航法システムの構築を目指す。

(研究方法)
研究方法として計算機によるシミュレーション、ならびに小型無人飛行機(小型UAV)を使用した実証試験を行う。実証実験の際には本研究で提案する航法システムのプロトタイプを作成、運用を行い、精度等を検証する。なお、小型UAVについては所属研究室において盛んに開発が進められており、本研究のテストベットとして十分な性能を発揮することが可能である。また、関連研究機関として電子航法研究所やJAXAがあり、それらと連携して研究を行う予定である。

(研究内容)
本研究目的を達成すべく、以下の研究を行う。

(1) 情報共有を積極的に活用した高精度、高信頼な航法システムの構築

申請者が研究を行ったINS/GPSはINSとGPS、2つの航法装置を融合することにより高精度化、高信頼化を図ったが、本研究ではこの方法をさらに進め、情報共有による航法システムを構築する(図3参照)。具体的には、自機が具備する航法システム以外に、レーダー等によるモニタリング情報や、他機の運動ダイナミクスや操舵量といったセンシング情報等が、情報共有により新たに利用可能になる。そこでこれらを用いることにより、自機の航法システムのさらなる補強や、ディファレンシャルGPSに用いられる基準局情報の動的な生成などにより他機に対して有用な情報の提供が可能となる。これにより、従来のシステムに比べて精度ならびに堅牢性の向上を目指した航法システムの構築を行う。加えて、空港に特別な設備を要せずともCAT-Ⅲといった精密自動着陸が可能か検討する。

(2) 意志決定を迅速に支援するための進路予測を行うローカルな航法システムの提案

(1)のシステムでは他機との相対的な関係が位置や速度といった数値として得られることになるが、この情報が意思決定を行う上で直接的に影響するためには、システム利用者の熟練を要することになる。実際、熟練管制官は航空機間の相対距離のみを判断基準としているのではなく、飛行中の航空機を移動する泡のように捉え、それを4次元空間上に適切に配置することによって任務を遂行している。そこで本研究では(1)のシステムに加え、データリンクを活用することによって局地的な風を推算するなどし、適切な進路予測を与えるローカルな航法システムの提案を行う(図4参照)。これによって、システム利用者とのインターフェイスを簡便にとることが出来る。このような航法システムは、例えば衝突の回避や離着陸時のフライトパスの設定といった迅速な意思決定を要求される場面で威力を発揮するであろう。

(3) 情報共有インフラが一時的に切断された場合をも考慮した(1)ならびに(2)の評価

(1)ならびに(2)で述べた航法システムは情報共有によって成立しうるが、現実問題として状況によってはノード間のデータリンクの不具合等により完全な情報共有がなされない可能性がある。すなわち、部分的な情報しか共有できない、あるいは完全に利用不可能な時間が存在することが想定される。そのような事態においても、異常が生じたことを的確に認識する、また既に取得した情報を元にできうる限りの予測を行うことによって、上位システムである管制システムのパフォーマンスの低下を極力避けるべきである。そこで本研究では、共有可能な情報が制限された場合を含め総合的な評価を行う。
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(3) 研究の特色・独創的な点

　　次の項目について記載すること。

　　　①これまでの先行研究等があれば、それらと比較して、本研究の特色、着眼点、独創的な点

　②国内外の関連する研究の中での当該研究の位置づけ、意義
　③本研究が完成したとき予想されるインパクト及び将来の見通し

	本研究の特色ならびに独創的な点は下記のとおりにまとめられる。

1. 
情報共有によって航法ネットワークを構築する点

現状のINS/GPS等の航法システムは単体の性能に由来し、いわば中央集権的なシステムであるため、精度、信頼性において現状以上の改善が見込めない。本研究で提案する航法システムは、様々な観測データを送受信し統合する分散協調的なシステムであり、いわば航法ネットワークと呼ぶべき新しい概念である。これにより、次世代管制の早期実現を推し進めるであろう。また本研究が完成すれば、航空機に限らず車体等の移動体へ応用が可能であり、Galileoや準天頂衛星等に見られる精密な測位サービスを望む近年の社会要請に応えられる。

2. 意思決定に対し簡便な指標を与える航法を構築する点

位置や速度・姿勢といった絶対的な情報のみならず、それに対して進路予測を行う本研究は、システム利用者の錬度に依存しない新しい手法である。多くの先行調査により、管制システムからパイロットや管制官といった人間を排除することは非常に困難であるといわれているため、利用者の熟練を過度に要求しないよう配慮した本研究がもつ意義は大きい。

3.
小型UAVを用いた実証実験を行う点

従来の航空機に関する研究の多くは、航空機が安全を第一に優先する対象であるために実験を行うことが難しく、理想的な環境下でのシミュレーションまででであった。そのため現実のシステムに適用されるまでは多くの時間を要している。ところが本研究では小型UAVを用いた実験を行い、より現実を模擬しすることによって本研究の有効性を多大に示せるものと考える。また本研究の成果が、小型UAVをより賢く自律飛行させ、小型UAVの社会的価値を高めことに貢献する。


(4) 年次計画


	(1年目)

現在の航法システムを元に情報共有が行われることを仮定した上で、情報共有によって新たに利用可能となる航法情報の洗い出しを行う。この航法情報を元に、情報共有を積極的に活用した場合の航法システムのアルゴリズムを、これまで研究してきたINS/GPSを拡張した方法で検討する。また、そうして得られる航法情報に進路予測を加えるため、定常風推定など基礎的な研究を行う。この過程においては、センサーネットワークや群知能といった周辺関連分野の調査や、データの取捨選択に関わる手法である、各種フィルタリングや実験計画法等の手法の習得を行いつつ進めるものとする。

加えて、現在の管制システムにおける問題点の詳細の把握や次世代航空管制の具体的な導入プランの調査のため、電子航法研究所やJAXAなどの関連研究機関へのヒアリングを行う。

(2年目)

1年目で得られた成果を元に、提案する航法システムの構築を行う。システムの評価はPC上でシミュレーションにて行う。シミュレーションの元データは、実際に飛行した航空機や管制システムのログを解析して生成し、より実際に近いシミュレーションを行う。また、データリンクが不完全な場合どのような事態が生じるか、また優先的に共有すべき航法情報はどれであるかを見定めるため、段階的にデータリンクを絞る、あるいは切断された場合を想定してシミュレーションを行う。これらのシミュレーション結果は適宜、手法にフィードバックを行い、改良を加える。

PC上のシミュレーションの延長として、電子航法研究所所有のATC (Air Traffic Control、航空管制)シミュレータの利用や、JAXA所有の実験用航空機(MuPAL)を利用したハードウェア・イン・ザ・ループ試験等を検討する。

(3年目) (DC2は記入しないこと)

研究の成果をまとめる共に、小型UAVによる実証実験によって本研究の有効性を確認する。小型UAVによる実証実験では、複数台を同時に飛行させ、ノード間のデータリンクの不完全性を反映した上での航法システムの精度や信頼性、算出された予測進路の妥当性を評価する。ここでは、誤差や制御量などの定量的な評価に加え、実験参加者のコメントなど定性的な評価についても、実システムでの適用も考慮にいれ考察を加える。

また本システムは航空管制の以外にも全ての移動体に対して適用可能であることから、航空機以外の適用についても検討するものとする。例えば高速道路における自動車の交通を検討する。
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4．研究業績（下記の項目について申請者が中心的な役割を果たしたものがある場合は項目に区分して記載すること。申請者にアンダーラインを付すこと）
(1) 学術雑誌等（紀要・論文集等も含む）に発表した論文又は著書（査読の有無を区分して記載すること。査読のある場合、印刷済及び採録決定済のものに限り、査読中・投稿中のものは除く）
①著者（申請者を含む全員の氏名を、論文と同一の順番とする）、題名、掲載誌名、発行所、巻号、pp開始頁－最終頁、発行年をこの順で記入すること。なお、著者の所属・職については脚注に記載すること。
②採録決定済のものについては、それを証明できるものをP.8の後に添付すること。

(2) 学術雑誌等又は商業誌における解説、総説

(3) 国際会議における発表（口頭・ポスターの別、査読の有無を区分して記載すること）
　　　著者（申請者を含む全員の氏名を、論文等と同一の順番で記載すること）、題名、発表した学会名、論文等の番号、場所、月・年を記載

　　すること。発表者に○印を付すこと。

(4) 国内学会・シンポジウム等における発表

　　　(3)と同様に記載すること。
(5) 特許等（申請中、公開中、取得を明記すること。ただし、申請中のもので詳細を記述できない場合は概要のみの記述でよい。）
	(1)、(2)、(3) 
なし
(4) 
国内学会・シンポジウム等における発表

引用[3]
著者
○東京大学大学院修士課程・成岡 優


東京大学大学院講師・土屋 武司


題名
MEMSセンサを用いた低コストINS/GPS 複合航法システム


発表した学会名
航空宇宙学会 第37期年会講演会 (口頭、査読なし)


場所
JAXA 航空宇宙技術センター(調布、日本)


年月
2006年4月
(5) 
特許等

引用[4]
発明者
東京大学大学院修士課程・成岡 優


東京大学大学院講師・土屋 武司


発明の名称
移動体制御装置及び移動体制御方法


出願番号
特願2006-101456(申請中)


出願日
2006年4月3日
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５．自己評価

　日本学術振興会特別研究員制度は、我が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者の養成・確保に資することを目的としています。この目的に鑑み、申請者本人による自己評価を次の項目毎に記入すること。

　①研究職を志望する動機、目指す研究者像、自己の長所等

　②自己評価する上で、特に重要と思われる事項（特に優れた学業成績，受賞歴，飛び級入学，留学経験，特色ある学外活動など）

	①研究職を志望する動機、目指す研究者像、自己の長所等

申請者は、常日頃社会に対して貢献をしたいと考えており、社会全体を変革するほどの貢献をできる可能性があるのは、研究者をおいて他にないと考えている。そのため、将来の進路として研究職を志望したいと考えている。

特に、申請者が現在専攻している航空宇宙分野の現場では、安全や信頼という指標を第一に技術的な評価がされるため、過去からの実績が蓄積された、いわゆる『枯れた技術』が未だに多くの製品で採用されているように見受けられる。従って、優れた技術が研究によって開発されても、それが採用されることはあまりない。例をあげるなら、民間航空機の制御技術では現代制御理論が用いられることはあまりなく、PIDのゲインスケジューリングといった古典制御によって構成されていることが大多数である。すなわち、新しい技術を研究し、その信頼性が十分であることを実証できれば、航空宇宙の産業を、ひいては社会を変革することが可能である。そのような点において航空宇宙工学の研究者としての進路を選択したい。

以上述べたことを考察するに、自ずと目指す研究者像も見えてくる。

(1) 社会と積極的に関わり、社会が抱える潜在的な問題点を見抜くことが出来る研究者

潜在的な問題点は、時間を経て困難な表面的な問題に発展する。例えば研究計画で述べた管制システムは近年20年来全く進歩しておらず、そのため航空輸送が急増した現在になって慌てて対応しているという状態である。潜在的な問題を研究することこそ、研究者の社会貢献である。

(2) 発見した問題に対し、現実に即した仮説の上での解決策を提案することができる研究者

研究成果を社会に還元するためには、その成果が現実に即した仮説のもとで得られたものでなければ、適用が困難になる。計画時の運用回数に達することはなかったスペースシャトルの失敗がよい教訓であると考える。

(3) 研究の方法としてシミュレーションのみならず、実証することにも重点を置く研究者

航空宇宙において、研究として扱う内容と産業にはかなりの乖離があり、現在の航空宇宙産業はほぼ成熟しつくしている。これに対して新たなブレイクスルーを起こすためには、研究の一手段として実証を行うことも必要である。

以上述べた目標とする研究者像に対して、以下の点で申請者の長所が生かされると考えている。

(1) 誰に対しても分け隔てなくコミュニケーションをとれる点

社会と接点を保ち、特に現場にいる人と会話をすることによって潜在的な問題点が浮かび上がることが多い。その点でコミュニケーション能力というのは非常に重要であり、誰とでも打ち溶け合える申請者の性格は優れた資質として考えている。

(2) 物作りが好きである点

実証が重要であると述べたが、申請者は元来自分の手を動かして物を作ることが好きである。実際現在の研究における電子回路やソフトウェアは全て自分で設計、製作したものであり、実証しなければならないということを苦に感じたことはない。物作りをするだけでは研究にはならないが、研究を進めるための手段としてこの能力は大いに役立つものと思われる。

②自己評価する上で、特に重要と思われる事項

前項で述べた長所と関係するが、申請者という人間を自己評価するにあたって以下の活動が重要な意味をなしていると思われる。

(1) 情報処理推進機構(IPA)未踏ソフトウェア創造事業(H15年未踏ユースに採択)

申請者はソフトウェア開発を行ってきた経緯があり、この中でIPAが主催する未踏ソフトウェア事業に採択されたことがある。この事業は、現在の社会にない独創的なソフトウェアを選抜し開発援助が受けられるものである。これに採用されたことにより、社会に対する潜在的な問題の発見方法を学習し、またその成果を社会的にどのようにアピールすればよいかを学んだ。

(2) 缶サット(2004年のARLISS : A Rocket Launch for International Student Satellitesに参加)

学生による人工衛星開発の裾野を広げる目的でUNISEC(http://www.unisec.jp/)が行っている、空缶サイズの模擬衛星をモデルロケットで打ち上げる企画ARLISSに2004年参加した。実際に物作りをし、その難しさを学習することができた。
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平成１９年度日本学術振興会特別研究員申請者に関する評価書　（ＤＣ）
	本書式を http://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_boshu_f.htm からダウンロードし、次頁に記載した特別研究員の制度並びに評価書作成上の注意点をよく読んで記入してください。



①評価者の所属機関：          東   京           大  学　　　工　学　系　　学部・研究科・研究所
           　　　　                          　　　　　　　 　　　　　　       研究所
       　　　　　 　 職：          講　師                               氏名：      土 屋　武 司       印
	②申請者

　氏　名　　　成 岡 　優

	③研究課題（申請書の「研究課題」を記入）

　　　次世代航空管制に対応した情報共有型航法の構築


	④申請者の研究能力について
　次のような観点から申請者の資質を評価し、□内にチェック又は■としてください。わからない場合は右端の「わからない」の欄を選択してください。

　　　　　　　　　　　　特に優れている　優れている　　普　通　　劣っている　わからない

・研究姿勢・忍耐力　　　　　　　□　　　　　■　　　　　□　　　　　□　　　　　□

・専門的知識・技量　　　　　　　■　　　　　□　　　　　□　　　　　□　　　　　□

・着想力・創造力　　　　　　　　□　　　　　■　　　　　□　　　　　□　　　　　□

・コミュニケーション能力　　　　□　　　　　■　　　　　□　　　　　□　　　　　□
・将来性　　　　　　　　　　　　■　　　　　□　　　　　□　　　　　□　　　　　□

　申請者の研究能力を総合的に評価してください（該当する項目を○で囲んでください）。

　   これまでに指導した大学院博士課程学生（約　０　名）の中で

　　　ア）上位１０％程度　　イ）２５％程度　　　ウ）５０％程度　　　エ）５０％以下



	上記の諸点に着目し、申請者の研究課題遂行能力及び我が国の学術研究の将来を担う人材となりうるかなどの資質について評価してください。

申請者の成岡優君は、４年生で研究室に配属されて以来、航空機の飛行制御の研究に一貫して興味を持ち、熱心に研究に取り組んできた。特に、航空機の航法システムに興味を持ち、慣性航法システム（INS）とGPSの統合化に関する研究に取り組んできた。航空機に搭載される航法装置は高い精度が要求されることから、高価で大掛かりなセンサの組み合わせによって構成されてきたが、低精度かつ安価なセンサであっても複数のセンサを機能的に組み合わせることで高価な航法装置に劣らない精度の航法システムが構成できることを示し、飛行実験によって実証してみせた。これらの研究は極めて独創的なものであり、その研究成果の一部は国内学会で発表され、学術雑誌に論文投稿準備中である。また、東京大学産学連携本部を通じて特許出願された（申請者の貢献度は80％）。産学連携本部はこの研究成果が知的財産として重要であることを認め、本特許は大学が登録、維持管理するに至った。現在、この研究成果と申請者の技術を知った企業から問い合わせがあり、共同研究が始まろうとしている。

博士後期課程においては、これらの航法システムに関する研究をさらに発展させ、次世代管制システムへの適用を目指した航法システムの構築を目指している。これは、現在研究が進められている多数の小型航空機を中心とした将来の革新的航空交通システムへの適用を目指した航法システムの研究であり、航空機の誘導制御に関する研究分野の中では先進的なテーマと言える。
また，申請者は常に積極的かつ真摯に研究に向かっており、研究の態度、目標は一貫している。加えて、心身共に健康であり、常に自ら新たな目標を掲げ、明るく積極性を持って新しい研究に挑戦する姿勢が見られる。既述したとおり、すでに有益な研究成果を上げており、大学院博士課程においても自立して研究活動をおこなうための十分な資質を有している。

ゆえに、申請者は大学院博士課程においてこの分野の研究を推進する能力を持ち，将来にわたって航空宇宙工学分野へ貢献が期待される。以上、日本学術振興会の特別研究員としての資質が十分あるものと認める。




－９－
	⑤申請者の研究者としての将来性を判断する上で特に参考になると思われる事項があれば記入してください。（例：特に優れた学業成績，受賞歴，飛び級入学，留学経験，特色ある学外活動など）
申請者の成岡優君はこれまで優秀な学業成績を収めているが、学部４年で研究室に配属される以前から、直接、学業と関係ない研究活動（課外活動）を積極的に行っていた。その一つは学部３年次に独立行政法人情報処理推進機構が実施している未踏ソフトウェア創造事業への参加である。これは若手個人あるいはグループに対する公募型事業であるが、学部学生にして申請者を含むグループはこの公募に採択された経験を持つ。申請者はコンピュータに関する知識が抜きん出ており、ソフトウェア開発を得意としている。申請者の知識が単なる独善的なものではなく、社会問題に関心を払い、自らの知識を社会に役立てようとする意識を常に持ち、またそれをアピールする術を身に付けていることを表している。また、同じく学部４年次にUNISEC（University Space Engineering Consortium）が実施している缶サットプロジェクトに参加している。申請者の知識が机上のものだけにとどまらず、実際のものづくりを通して活かされた経験は大きいと思われる。加えてこのことは、一つの目標に向かってプロジェクトを組んで数々の問題点に取り組み、問題解決能力を養ってきたことを示している。申請者はこのプロジェクトに、アビオニクス系の担当者として関わり、ここで学んだコンピュータ技術、回路技術、センサ技術が研究室配属後の学士論文、修士論文における研究に大いに役に立っている。加えて、申請者は自身の研究成果を広く社会に還元しようとする意識を常に持っている。現在進行中の研究成果の一部は所属する東京大学産学連携本部を通じて特許出願されたことは既述の通りである。この特許内容を含む技術と研究成果は申請者の持つホームページを通じて公開され、その結果、多くの研究者、企業から問い合わせが申請者の元に来ている。特筆すべきはこれらの行為はすべて申請者の発案によってなされたものであり、申請者は自主的かつ積極的に研究を遂行し、広く研究成果を公開するという意識を常に持っていることを表している。以上より、申請者は日本学術振興会の特別研究員として優れた研究能力と将来性を有すると判断する。




（評価書作成上の注意点）

＊本評価書作成の際は、日本語又は英語で記入してください。なお、手書きする場合は、黒インク又は黒ボールペンで丁寧に記入してください。
＊評価書作成者は、申請書記載の「現在の研究指導者」と同一であること。現在、研究指導の委託により他大学等において研究指導を受けている場合は、「現在の研究指導者」が委託先の受入研究者と連絡をとって作成してください。
＊本評価書は、審査の重要な資料となるので、当該申請者についてできるだけ具体的かつ明確に記入してください（DC1の場合、研究業績は未完成のものが多いと思われるため、特に詳細に書いてください）。
＊本評価書は、本書以外に新たに用紙を加えることはできません。

＊写しは６部（A4版、両面コピー）とり、本書及び写しを併せて封筒（角2）に入れ厳封の上、申請者が作成する申請書に添付してください（封筒の表に申請者名と評価者名を記載してください）。
	特別研究員制度について

　日本学術振興会特別研究員制度は、優れた若手研究者に、その研究生活の初期において、自由な発想のもとに主体的に研究課題等を選びながら研究に専念する機会を与えることにより、我が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者の養成・確保に資することを目的として、大学院博士課程在学者及び大学院博士課程修了者等で、優れた研究能力を有し、大学その他の研究機関で研究に専念することを希望する者を採用し、研究奨励金を支給するものです。

　　　参考：過去の採用状況（平成１３～１７年度）
年度
ＳＰＤ・ＰＤ
ＤＣ
計
申請数
採用数
採用率
申請数
採用数
採用率
申請数
採用数
採用率
１７
4,689
480
10.2%
7,428
1,416
19.1%
12,117
1,896
15.6%
１６
4,718
535
11.3%
7,429
1,048
14.1%
12,147
1,583
13.0%
１５
4,836
716
14.8%
7,124
905
12.7%
11,960
1,621
13.6%
１４
5,062
598
11.8%
7,050
763
10.8%
12,112
1,361
11.2%
１３
4,632
576
12.4%
6,934
829
12.0%
11,566
1,405
12.1%
　※詳細はhttp://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_saiyo.htm　をご覧ください。
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図4: ローカルな航法システム
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申請者は評価者にとって初めての博士課程学生です。よって、これまでに指導した博士課程学生はいません。
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(申請内容ファイル)





図3: 航法情報の流れ





図1: 提案したINS/GPS





図2: 実験結果の一例(位置履歴)








